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 落札者の決定方法 業務を履行できると日
本年金機構が判断した書類及び入札書を提出
した入札参加者であって、日本年金機構の予
定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって
有効な入札を行った入札参加者を落札者とす
る。ただし、落札者となるべき者の入札価格
によっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がなされないおそれがあると認
められるとき、又はその者と契約を締結する
ことが公正な取引の秩序を乱すこととなるお
それがあって著しく不適当であると認められ
るときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札した他の者のうち最低の価格を
もって入札した者を落札者とすることがあ
る。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。

入札公告の取消
令和８年８月４日
契約責任者
日本郵政株式会社東京逓信病院長

山岨 達也
◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
令和８年６月11日付（号外政府調達第106号52

ページ４段目）掲載の入札公告「外科手術用顕微
鏡（脳神経外科）１式」を取り消します。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本公告は、インターネットの入札情報サービス
（ＰＰＩ）［https://www.i-ppi.jp/］に掲載されて
います。
令和８年８月４日

支出負担行為担当官
北陸地方整備局長 植田 雅俊

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 中ノ川資材運搬道路トンネル工事
（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
 工事場所 石川県白山市尾添地先
 工事内容
１）トンネル工（ＮＡＴＭ工法）
道路土工
残土処理 整地 32700

土砂運搬 16500

トンネル工
小断面ＮＡＴＭ 発破工法、掘削支保
工 508ｍ
インバート工
掘削補助工
仮設工

２）道路改良工 １式
 工期 工事の始期から878日間（ただし、
令和９年３月31日（工事着手期限）までに工
事を開始すること。なお、工事の開始とは工
事の始期をいう。）
 工事の実施形態
１）本工事は、入札時に施工方法等の提案を
受け付け、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する施工体制確認
型総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の試行工事である。
２）本工事は、一次審査の審査評価点の合計
が上位15者（ただし、15者目の審査評価点
と同点の者が複数いる場合は、その全ての
者を含む。）以外の競争参加者による入札は
無効とする段階的選抜方式の適用工事であ
る。
また、本工事は、一次審査段階で企業の
技術力評価とともに技術提案に係る施工計
画を評価する試行工事である。
３）本工事は、令和６年３月13日付け国土交
通本省の事務連絡「令和６年能登半島地震
に係る「総合評価落札方式における賃上げ
を実施する企業に対する加点措置につい
て」の取扱いについて」に基づき、賃上げ
を実施する企業に対する加点措置を行わな
い工事である。
※通知については、北陸地方整備局ホーム
ページを参照：https://www.hrr.mlit.go.
jp/gijyutu/sougouchinage/index.html

４）本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の対象工事
である。ただし、総合評価に係る技術提案
の範囲は対象としない。
５）本工事においては、資料の提出及び入札
等を電子入札システムにより行う。なお、
電子入札システムにより難いものは、発注
者の承諾を得て紙入札方式に代えることが
できる。紙入札方式の承諾に関しては、下
記５の担当部局に承諾願を提出するこ
と。

６）本工事は、契約手続に係る書類の授受を、
原則として電子契約システムで行う対象工
事である。なお、電子契約システムにより
難いものは、発注者の承諾を得て紙契約方
式に代えることができる。紙契約方式の承
諾に関しては、下記５の担当部局に紙契
約方式承諾願を提出すること。
７）本工事は、「建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律」（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化等の実施が義務づけられた
工事である。
８）本工事は、総価契約単価合意方式の対象
工事である。本工事では、受発注者間の双
務性の向上とともに、契約変更等における
協議の円滑化を図るため、契約締結後、受
発注者間の協議により総価契約の内訳とし
て単価等を合意することとする。
なお、本方式の実施にあたっては、「総価
契約単価合意方式実施要領」及び「総価契
約単価合意方式実施要領の解説」に基づき
行うものとする。
また、実施方式については、受注者の希
望により、単価等を個別に合意する方式（以
下「単価個別合意方式」という。）又は単価
を包括的に合意する方式（以下「包括的単
価個別合意方式」という。）を選択できるも
のとし、「包括的単価個別合意方式」を選択
する場合は、契約締結後、契約担当課から
送付される「包括的単価個別合意方式希望
書」を契約締結後14日以内に契約担当課へ
提出すること。なお、協議開始の日から14
日以内に「単価個別合意方式」による協議
が整わない場合は、「包括的単価個別合意方
式」にて行うものとする。
９）本工事は、ＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ土工、
発注者指定型）である。
10）本工事は、ＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事（発
注者指定型）である。
11）本工事は、主任技術者又は監理技術者を
専任で補助する技術者（以下「専任指導者」
という。）を工事契約後に配置することがで
きる試行工事である。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of pro‑

curing entity : Akira Naitou, Director of

Procurement Management Department, Ja‑

pan Pension Service

 Classification of the services to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : 82 kinds of office furniture in‑

cluding office desks for Ueno Branch Of‑

fice, 1 set

 Performance period : 29 January, 2027

 Performance place : To be designated by

Japan Pension Service

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who :

 shall have legal capacity to conclude

contracts, and are not being bankrupt.

This includes minors or those who are

subject to guardianship, if their guardian

grants them permission to do so.

 shall not be suspended／debarred by
Japan Pension Service, from participat‑

ing in tenders. This includes suppliers

who employ such persons as their agents

or representatives.

 shall have Grade A, Grade B or Grade

C on Sale of product in the Kanto‑

Koshinetsu Area in terms of qualification

for participating in tenders by Ministry

of Health, Labour and Welfare (Go‑

vernment‑wide qualification) in the fiscal

years 2025, 2026 and 2027.

 shall meet qualification as indicated in

the tendering instructions.

 Time‑limit for tender : 18 : 00, 24 Septem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Miyuki Ii‑

zuka, Contracting Group, Procurement Ma‑

nagement Department, Japan Pension Ser‑

vice, 3524, Takaido‑nishi, Suginami‑ku,
Tokyo 1688505 Japan TEL : 035344
1100
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